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は じ め に

本書は、(財)地方 自治情報センターに依頼して実施した 「地方 自治体における情報利用事例調査」

の成果をとりまとめたものである。

当協会では、昭和54年 度より、地域別情報拠点の育成に関する調査研究事業を推進しており、全

国5地 域において各地域特性を踏まえた調査研究を実施している。 これまでの各地域調査の結果から

共通的な課題として、地方自治体における情報利用の実態を事例的に調査し、地域情報拠点形成上の

参考に資することとした。

本書は、都道府県の段階における統計情報を中心に県レベルの行政計画にあたっての数値情報特に

総合開発計画策定に関連する必要な数値情報の分析 を行ったものであ り、行政情報のあり方 について

の1つ の指針となればより有益なことと考えます。'

昭和57年3月
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1.統 計 情 報 利 用 の 実 態

都 道 府県 レベ ル に おけ る統 計 情報 の 利 用 の仕 方 に つい て、 そ の実 態 の中 か ら次 の よ うな事 項 につ い

て、 分 析 を行 った。

調査 内容 ① 統 計 デ ー タの利 用 状 況

② 統 計 デ ー タ利 用上 の問 題 点

③ 今 後 必要 とな る統 計 デ ー タ

1.1統 計 デ ー タ の 利 用 状 況

1.1.1利 用 現 況

統 計 デ ー タの利 用現 況 を とらえ る た めに 、組 織 別 、施 策 別、統 計 小項 目調査 、統 計 分野 、統 計 区 分

の5つ の 観点 に分 けて 、 そ の利 用 状況 に さ ぐ りを 入 れ る こ ととす る。

(1)組 織 別統 計 利用 量

組織 別 に統計 利 用量 の 多い ものか ら順 に掲 げ る と、第1に 都 市 住宅部 、 第2に 農業 水産 部 、 第3に

市町 村 、 第4に 労働 部 、 第5に 衛生 部 の順 とな ってい る。(第1図 参 照)

0200400(回 数)

総 務 部

生 活 環 境 部

民 生 部

衛 生 部

商 工 部

農 業 水 産 部

農 地 森 林 部

労 働 部

土 木 部

都 市 住 宅 部

数 育 委 員 会

警 察 本 部

第1図 組 織 別 統 計 利 用 量
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(2)力庖策 男lj'情報 ラF‖ナ}]量

施策 別 に統 計 情 報利 用量 を み ると、 第1に は生 活 環 境 の整 備 と して15%、 第2に 保 健医 療 の 向

上 として12%、 第3に 労 働 福祉 の充 実 が11%と な ってい る。

(3)小 項 目施策 情 報 の 利 用量

(1)～(2)の施 策体 系 を よ り具体 的 な項 目につい て 、利 用 量 を み ると、 住 宅が1位 で44%、2位 が

水 産業 の17%、3位 が勤 労者 福 祉16%、4位 が 交通 安 全、 防犯 の14%、5位 が保 健衛 生 の14

%、6位 が都 市 の13%と な って い る。

(4)統 計 分野 別 情 報利 用量

統計 分野 別 の 情 報利 用量 の多 い順 と しては 、1位 が農 林水産 、2位 が 建設 住宅、3位 が人 口 とな

っ てい る。(第2図 参 照)
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第2図 統 計 分 野 別 情 報 利 用 量

⑤ 統計 区 分 別 情 報 利 用量

これ らの デ ー タの 統計 区分 によ る利用 量を み る と、 指 定統 計 が最 も多 く、次 い で、 業 務 統計 、 承

認 、 届 出、加 工 、 県 単 の 順 とな って い る。(第3図 参 照)
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0 ・500・ ・1 ,㏄0(回 数)
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第3図 統計 区 分別 情 報 利 用 量

1.1.2施 策 組 織 及 び統 計 分野 の関 連

組織 と統 計 分 野、 施 策 と統計 分 野、 施 策 と組 織 のそ れ ぞ れ の項 目をク ロス 集計 した結 果 か ら、特 に

商工 部 門 に焦 点 を 当 て てみ る と、(第4図 参 照)

(1)商 業 ・サ ー ビス 部 門

① 組織 と統 計 分 野 の 関 係 か ら、 組織別 情 報 需要 として、 項 目数 を とらえ る と、商 業 ・サ ー ビス数

を同一 の 区分 として75項 目の うち 、商 工 部(89項 目)と の関連 のあ る項 目数 は56項 目で あ

るo

② 施 策 と統 計 分 野 か らみた 施 策別 情報 需 要特 性 と して は 、(施 策 の タ イ トル は総合 開 発計 画 で と

りあ げ て い る施 策名 であ るが)商 工部 と地 域 産業 振 興 とに 関連 の あ る ものは 、89項 目、 商業 ・

サ ー ビス業(75項 目)の 関連 は64項 目とな ってい る。

(2)そ の 他 の部 門

そ の 他 の県 行 政 の 中 で取 り上 げ られ て いる統 計情 報 を 見 る と、

① 組織 と統計 分 野 との関連 に おけ る組織 別 情 報 需要 特 性 では 教 育文化 面(184項 目)の うち

120項 目が 関連 し、教 育委 員会(132項 目)と の 共通 利用 が な され てい る。

② 施 策 と統計 分 野 か らの関連 にお け る施 策別 情 報 需要特 性 として は、 生 涯教 育 の普 及充 実(157

項 目)の うち112項 目が関 連 し、教 育 文化(184項 目)と の共 通項 目が あ げ られ て い る。

以下 ① を 組織 別 情 報 需要 特性(組 織 と統計 分 野)、 ② を 施策 別 情 報需 要特 性(施 策 と統計 分 野)

と して、 順 次 、 関連 項 目数 を と らえてみ る と、

労 働 ・賃 金 で は(135項 目)の うち 、 ① につ いて は 、 労働 部 門(206項 目)と の 関連123

項 目、② の労 働 福 祉 の充実(148項 目)の うち、148項 目、労 働 ・賃 金Il35項 「Dに 対 す

る共通 項 目84項 目 とな ってい る。

衛 生 では ① の(149項 目)の うち136項 目が共通 項 目 と して衛 生部 所 有項 目(186項 目)

に な り、 ② で は、 保 健医 療 の充 実(163項 目)へ163項 目の全部 が共通 とな り、 衛生 行政 統 計

一3一



① 組織別情報需要特性 ② 施策別情報需要特性

教育 ・文化184〈 函 〉 教育委員会132⇔

労働 ・賃金135⇔ 労 働 部206⇔

生涯教育の普及157<⑫

撫㌶〆 一
コミュニテ ィの建 設2

教 育 ・文化184

135

衛 生149⑯

民 生112⑯

交通 ・運輸1980影

野 災喜・4・⑨

衛 生 部186〈 面 〉

民 生 部116〈 垂 〉

鷲 難く弘

保健医療の充実163〈 函 〉 衛 生149

社会福祉の向上116〈 皿 〉 民 生112

消費生活の安定30② 家計 ・物価 ・所得43

生活安全対策の337⑬ 治安 ・災害 ・公害149

強化

、

⑬卿

m

宅

政

住.

財

設建

行

都市住宅部398<⑲ 生繊 の』 園 建 設 ・住 宅277

行 財 政70

農林⌒ 團:㌶ 慧 ③

商業 ・サ ー75⑯ 商 工
ビス 業

部89@

地塊 産業振興455

③ ゆ 農 林 水産397

〈=亘 〉 商業 ・サービス業75

家計 ・物 価43〈 コ亙 〉

所 得 i∴i:ii働
團瑚・

難暫竃
土地 ・水資源の43

有効活用

鉱 工業 ・電気 ・93
ガス

交 通 ・運輸198

3

1
↓

3

0
ソ

3

71

電

営

口

藪

経

工

・
業

鉱
気
企

人

企 業 経 営31

人 口173

■

⇔ 教育 ・文化184は 、教育 ・文化で利用された統計集計項目数である。

(亟 〉 は両隣りの項 目で共通に利用された統計集計項目数を表す。

市町村が利用した統計集計項目は除く。

施 策 ・組 織 ・統 計 分 野 関 連 図
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(149項 目)と の関連 性 と して、126項 目が共通 とな って いる。

民 生 では、 ① の(112項 目)の うち106項 目が共 通項 目 として民 生 部所 有項 目(116項 目)

にな り、 ② では 、社 会 福 祉 の 向上(116項 目)へ そ の まま116項 目が 関連 し
、 民生 行 政統 計

(112項 目)と の 関連 と して106項 目が共 通 とな って い る。

交 通 運輸 で は(198項 目)、 治 安 ・災害 ・公 害(149項 目)が 一 つ とな り、 ① で は 警察 本 部(182

項 目)、 総 務部(66項 目)の 共 通項 目 と して189項 目が あ る。② では 、 生活 安 全対 策 の 強 化(337

項 目)に 関 連す る項 目が234項 目あ り、 治安 ・災 害 ・公害(149項 目)と の共 通項 目 として123項

目が あ る他、 家計 ・物 価 ・所 得(43項 目)に 対 して22項 目が共 通 項 目 とな って い る。

建 設 ・住 宅(277項 目)、 行 財政(70項 目)を 一 つ の事 項 とと らえ、① では、278項 目が

共通 と して都 市 住宅 部(398項 目)に な り、 ② では 、 生活 環 境 の整備(412項 目)と の共 通 項

目は389項 目、建 設 ・住宅統 計(277項 目)、 行 財政 統 計(70項 目)に 対 応す る共 通 項 目が

271項 目 とな って いる。

農 林水 産(397項 目)の うち 、 ① で は315項 目が、 農 林水 産部 所有 項 目(369項 目)と な

り、② では 、地 域 の 産業 振 興(455項 目)へ355項 目が共 通 項 目で
、 農 林水 産統 計(397項

目)へ の共 通 が306項 目 とな っ てい る。

そ の他 、 家計 ・物 価 ・所 得43項 目が、① では 生活 環 境部 統計(128項 目)に 対 して25項 目

が共 通 項 目と して活 用 され 、 土 木部 、 民 間 を合 わ せ(214項 目)と の関連 にお い て、 ② の交通 通

信'エ ネル ギー基 盤 の整 備(188項 目)、 土 地 水資 源 の有 効 利用(43項 目)に 対 す る共 通 項 目

は214項 目、 鉱工 業 ・電 気 ・ガ ス統 計(93項 目)、 交通 ・運輸統 計(198項 目)へ の共 通 項

目が135項 目 とい う状況 にな ってい る。

1.1.3統 計デ ータ の 利用特 性

(1)統 計 デ ー タを どの よ うな 地域 区分 で利 用 して い るか とい う観点 か らは 、 市町 村別 が35.7%(第

1位)、 県別35.3%(第2位)、 そ の他17.6%(第3位)と な って お り、 調査 区別(6.7%)、

メ ッシ ュ別(0.3%)な どは、 低 い サ ン プル数 を示 してい る。

(2)数 値 を どの よ うに加 工 してい るか とい うこ とを見 る と、 そ の ま ま利 用 して い る もの が最 も多 く

71.5%、 四則 演算 程 度 が22.9%、 簡 単 な統 計処 理 が4,1%と な ってお り、高度 の分 析 統 計処 理

は 、わ ず か0.2%と な って い る。

そ の 内容 をみ る と、科 学 技 術計 算 の加 工 技 法、 人 口モ デル 、 経済 モデ ル の 分析、 地震 対 策 デ ー タ

フ ァイル等 のデ ー タ加 工 技法や そ の応 用 を利 用 して いる所 もあ り、 今後 の 活用 の可 能 性 が望 まれ る。

(3)計 画 策定 の際 に どれ だ け重要 な もの か(重 要 度)に つ いて は、 統 計数 値 がな い と計 画 が で きない

とい うのが75.2%、 あ った 方 が よい とす る もの が24.5%と い う状 況 にな って い る。

(4)統 計 デ ー タの入 手 に つ い て、容 易 にで きるか ど うか に対 して は、 発行先 か ら配 布 され た もの を利

用 した と して い る もの が78.1%、 特 に依 頼 して入 手 してい る ものが19.7%、 入 手 に苦 労 して い

る(依 頼 の上)が2.1%と な っ てい る。(第1表 参 照)
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第1表 デ ー タ 利 用 特 性

(1)利 用 地域 区 分

サ ンプル 数(%)

(2)加 工 方 式

地域区分

県 別

市 郡 別

市 町 村 別

町 丁 別

調 査 区 別

メッシュ別

そ の 他

不 明

合 計

816(35.3)

41(1.8)

825(35.7)

58(2.5)

155(6.7)

7(03)

406(17.6)

2(0.1)

2,310(100.0)

加 工 方 式

そ の まま利用

四則演 算 程度

簡単な統計処理

複雑な統計処理

モ デ ル 分 析

そ の 他

不 明

計

サ ンプル数(%)

1,652(71.5)

530(22.9)

94(4.1)

5(0.2)

0(0.0)

25(・1.1)

4(0.2)

2,310(100.0)

(3)重 要 度

重 要 度 サ ン プル数(%)

な い と計 画 が で き ない

あ ったほ うが よい

不 明

1,737(75.2)

565(24.5)

8(03)

合 計 2310(100.0)

(4)入 手 の 難 易

入手の難易 サ ン プル 数(%)

発行先から配布さ
れたものを利用

特に依頼して入手
(簡 単に)

特に依頼して入手
(苦 労 して)

不 明

1,803(78.1)

454(19.7)

49(2.1)

4(0.2)

合 計 2,310(100.0) `
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、1.1.4統 計調 査 別 の 利 用 頻度

統 計 調 査 を利 用 頻度 の高い順にみると、 計 画策 定業 務 の基 本 的 事項 であ る国 勢 調査 の利 用 頻度 が 群 を

抜 いて 高 いほ か、 大 規模 統 計調 査 が 上位 を 示 し てい る。 そ の主 な ものは、 次 の とお りで あ る。

国勢 調 査7.4%、 農 林 業 セ ンサ ス4.1%、 住 宅統 計 調 査3.9%、 学校基 本 調 査3.0%、 農 地移 動実

態調 査2.0%と 上位5位 を 示 し、 そ の うち 指定 統計 でな い ものが 、県 に対 して届 出を 主 とす る農 地移

動 実 態 調 査で あ る。

商 工関 係統 計 と して 、 工業 統計 調査1.9%、 商業 統 計調 査1.6%が そ れ ぞれ 第9位 及 び 第11位 を

示 して い る。(第2表 参 照)

第2表 統 計 調 査 利 用 頻 度 順 位

順位 統 計 調 査 名 利 用 回 数(%) 統 計 区 分

1 国 勢 調 査 170(74) 指 定

2 農 林 業,セ ン サ ス 94(4.1) 指 定

3 住 宅 統 計 調 査 90(3.9) 指 定

4 学 校 基 本 調 査 69(3.0) 指 定

5 農 地 移 動 実 態 調 査 59(2.6) 届 出

6 全 国 交 通 情 勢 調 査 5、7(2.5) 承 認 ,

7 海 面 漁 業生 産 統計調 査 52(2.3) 指 定

8 固定資産に関する概要調査 51(2。2) 業 務

9 工 業 統 計 調 査 43(1.9) 指 定

10 住民基本台帳人口移動報告 41(L8) 届 出

11 商 業 統 計 調 査 36(1.6) 指 定

12 住 宅 公 庫 業 務 統 計 35(1.5) 業 務

13 建 築 着 工 統 計 調 査 33(1.4) 指 定

14 住 宅 需 要 実 態 調 査 32(1.4) 承 認

15 道 路 現 況 調 査 32(1.4) 業 務
1

16 厚 生省報告例に基づ く統計(衛 生) 32(1.4) 届,出

17 漁 業 セ ン サ ス 31(13) 指 定

18 事 業 所 統 計 調 査 30(1.3) 指 定

19 厚生省報告例に基 づ く統計(社 会福祉) 30(1.3) 届 出

20 医 療 施 設 調 査 30(1.3) 指 定
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1.2統 計 デ ー タ利 用上 の 問 題 点

行 政 施 策担 当者 に よ り統 計 デ ー タ利 用上 の問 題 点 として掲 げ ら れ た項 目は 次 の とお りで あ る。

① 統計 別 に定 義 が 異 な り、結 果 に差 異 が あ る。

② 集計 項 目の分類 が大 きす ぎる。

③ 集計 され る地域 区分 が大 きす ぎる。

④ 調 査 時 点 と公表 時 点 に時 間 差 が あ りす ぎ る。

⑤ 統計 資料 が手 元 に な い(手 に入 れ に くい)。

この よ うな統計 デ ー タ利 用上 にお い て 、上 記 の項 目の うち 「問 題 は な い」とす るのが、 全項 目の60

～70%を 示 した。 また
、 「少 し困 った 」 と 「か な り困 った 」 に つい て 、上 記項 目中 の特 徴 を とらえ

る と、 「少 し困 った」 とす る事 象 で は④ の時 間 差 が 多す ぎる こ と と、③ の地 域 区分 が大 きす ぎ る点及

び⑤ の統 計 資料 が 手元 にな い、 が いず れ も13%か ら約20%と な って お り、 「か な り困 った」 とす

る事 象 では 、⑤ の統 計 資料 が入 手 で きな い と、④ の時 間差 及び ① の定義 が異 な る点 が3%か ら6%を

示 してい る。(第3表 参 照)

第3表 困 っ た 程 度

因った程度利用上の問題
ンプル数 ＼ かなり困 った 少 し困 っ た 問題はない 不 明

① 統計別に定義が異な り結果 336 10 42 234 50

に差異がある (100.0) (3.0) (12.5) (69.6) (14.9)

② 集計項目の分類が大きすぎ 336 5 34 248 49

る (100.0) (1.5) (10.1) (73.8) (14.6)

③ 集計される地域区分が大 き 336 6 55 228 47

す ぎる (100。0) (1.8) (16.4) (679) (14.0)

④ 調査時点と公表時点に時間 336 17 67 204 48

差がありすぎる (100.0) (5.1) (19.9) (60.7) (14.3)

⑤ 統計資料が手元にない(手 336 19 45 224 48

に入れ に くい) (100.0) (5.7) (13.4) (66.7) (143)

⑥ そ の 他
336

(100.0)

9
(2.7)

3
(0.9)

79
(23.5)

245
(72.9)

1.5今 後 必要 とな る統 計 デ ー タ

使 用 した統計 デ ー タ数 と今 後必 要 とな る統計 デ ー タ数 を統計 分 野別 にみ る と、 両 者 の構成 比 のパ タ

ー ンは、 ほ ぼ一 致 して い る。 「使 用 した 統計 デ ー タ数」 と 「今 後 必要 とな る統 計 デ ー タ数 」 を と らえ

て、 比 率 の高 い統 計 分野 か ら見 る と、農 林 水産 部 門19.3%の 使 用 した統計 デ ー タ に対 して 、 今後 必

要 とな る統 計 デ ータは 、17.9%と な っ てい る。 次 いで、 建 設住 宅 の12.8%に 対 し17.9%、 教 育 ・

文 化 の8.7%に 対 して16.3%と な プ(い る。(第5図 参 照)
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(19.3)

使用 した統 計 デー タ数 統 計 分 野 今後 必 要 となる統 計 デ ー タ数

(10.4) 240 人 口 7 (3.7)

(6.o) 138 労 働 ・ 賃 金 12 (63)

445 農 林 水 産 34

(4.3) 100 鉱 工業 ・電 気 ・ガス 6 (3.2)

(179

(179(12.8) 296 建 設 ・ 住 宅 34

209 交 通 ・ 運 輸 8 (4.2)

(3.7)

(4.2)

(9.o)

(8.7)

(3.4)

(1.9)

(1.5)

(3.4)

79 商 業 ・サー ビス 業 7

44 家計 ・物 価 ・所得 8

34 企 業 ・ 経 営 2 (1.0)

(0.5)79 行 財 政 1

200 教 育 ・ 文 化 31 (163)

(53) 123 民 生 11 (5.8)

(95)

(5.8)

(73)

(6.7)

168 衛 生 18

154 治安 ・災害 ・公害 11

⑰O内 数 字は 構成 比(%)で あ る。

第5図 「使 用デ ー タ」 と 「今 後 必要 デ ー タ」 の統 計 分野 別 比較
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2.統 計 情 報 の 需 要

2.1調 査 の 状 況

実 態調 査 で 調べ る こ との困 難 な個 別 の 具 体的 事 項 につ い て、 次 の3つ の ね らい に よ り、 別途 調 査 を

試み た。

① 実 態調 査 に取 り入 れ らな か った事 項 の補 足、特 に、 利 用統計 集 計項 目

② 統計 デ ー タの利 用 の実 態 と計画 策 定 プ ロセス との 関連

③ 統計 デ ー タベ ース の開 発 方 向 と問題 点

2.2調 査 結 果

調 査結 果 を集 約 し、 そ の特 徴 的 な主 要事 項 につ い て、 抽 出 してみ る と、 次 の とお りであ る。

① 取 り扱 うデ ータ と して 、統 計 デ ー タ の外 に業 務上 のデ ー タ ・実 態 調査 デ ー タへ の依 存 も多い。

② 統 計 デ ー タの地域 区 分 と しては 、 市 町 村別 、 ブ ロ ック 別、 メ ッシ ュ別 であ り、 業務 的 なデ ー タは、

学 校 別 、保 健所 別 、警 察 署 別 の よ うな もの が取 り扱 わ れ てい る。

③ 計 画 策定 プ ロセス に お い ての 統計 デ ー タの活 用 のね らい は、 実 態把 握 のた めの 現状 分析 が 中心 で

あ る。

④ デ ー タ加工 の段 階 では 、 算 式 が 決 め られ てい る簡 単な 計 算 や前 年度 又 は他 地域 との 比較 、 更 に、

回帰 、 相 関 な ど とな って お り、 処 理 も電卓 で行 わ れてい る。

⑤ 推計や 予測 な どは、余 り行 わ れ て い な い。 そ の理 由 と して 、手 法 につ い て の知 識経 験 の不 足 、予

測 値 の公 表 の問 題 が考 え られ る。

⑥ 統計 デ ー タをデ ー タベ ース化 す る ととの 期待 と して、統 計 デ ー タの 所 在 源 を明 らか にで きる こ と、

デ ー タの提 供 、加 工 方式 の 提 供 に つ い てな ど要望 が で てい る状況 であ る。

`
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5.統 計 情 報 の 利 用 特 性

5.1計 画策 定 と統 計デ ー タ

統 計 デ ータ の多 くは 、 施策 及 び事 業 の計 画 策定 プ ロセス で利 用 され てい る。 計 画 策定 プ ロセス に お

いて、 統計 デ ー タの活 用 部 面 は、 次 の3つ に集 約 され る。

即 ち、 「問題 の定 義 」 「目標 水 準 設定 」 「結 果 の予 測 」 であ る。

県 行政 の 多 くの部 分 が県域 内 にお け る行 政 施策検 討 に当 て られ るた め、 業 務 の 内容 の大部 分は 、計

画策定 の段階 と策定 展 開 とい う局 面 を眺 め る ことがで きる。

そ の うち、 特 に、計 画策定 過程 に焦 点 を 当て て、統 計 デ ー タの 活用 の仕 方 につ い て検討 してみ る と、

お よそ次 の よ うな ス テ ップで実 施 され てい る よ うであ る。

第1に 問 題 が提 起 され 、 そ の問 題 の認 識 に始 ま って、 問題 の定 義 が 設定 され る。 そ の際 、現 状 把 握

のた め の分析 が行 わ れ る。 この段 階 は も っぱ ら統 計 デ ー タの過去 の事 象を 中 心 に行 わ れ る こ と とな る。

県 行 政計 画 の場 面 で活 用 され る統 計 デ ータは 、 この部分 が 最 も多い とい え る。

次 の ステ 。プ と しては 、 行政 施策 の 目標 水 準 の設定 がな され る。 この際 、 地 域構 造 の 分析 を通 じて、

実行 可能 性 の検 討 が行 われ るが、 判 断 の 素材 は、 統計 デ ー タを 中 心 に行 政 情 報 が取 り扱 われ る こ と と

な る。

しか し、 こ の部 分 で の統 計 デ ー タ活 用 は、 部分 的 に 見 られ る程 度 とな る。

次 の段 階 では 、 解決 策 を 見い 出 す た めの実 現可 能性 を踏 まえ た設計 が行 わ れ る。

解 決策 につい て の 見通 しが つい た時 点 で、 施策 の効 果 予測 を行 うこ とが必 要 で あ るが、 現 行 の計 画

策定段 階 で、 各 々の事 象 に対応 す る効 果 測定手 法 とか、 不 確実 な 要 素 の定式 化 の 困難 な 状況 か らみ れ

ば 、 未だ 、 模 索の 段 階 とい って よ い。

一 部効 果 予測 をふ まえ て
、 目標 水 準値 との比較 検討 が な され る こ とに よ り、 よ りよ き行 政 施 策展 開

のた め の代 替案 作成 の手 続 きに入 る場 合 と解 決 策再 発 見 への プ ロセ ス に フ ィー ドバ ック す る考 え方 と

に分 か れ るが、 この段 階 にお い て、 行 政 担 当者 と各 利 用関 係者 との間 にお け る種 々の調整 作業 が行 わ

れ る こ と とな る。

各 関 係 方面 との調 整 が行 わ れ た 後 に、計 画案 が 作成 され る。

代 替 案 の選 択 とい う事 象 が、 この よ うな計 画 案 の原 案 の段 階 か ら最終 案 作成 に至 るま での作 業 プ ロ

セス の中 で各種 資 料 の検 討 か ら各 セ ク シ ・ンの調整 の 役割 を果 たす こ ととな る。(第6図 参 照)
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目標 の設 定

解決策の探求

代替案の選択

目標水準
との比較

〈作業項 目〉 〈デ ータ 〉

己 〉 現状分析 ……・統 計データ

◇{議 霊 峰一 統計デー・

⇒{醸 ㌶ 」t・・(統計デー・)

[〉 効果予測 …'"統 計データ

[〉 ト‥ ドオ・評価

[〉{灘 係者 一 多謝

第6図 計 画 策 定 プ ロ セ ス

5.2各 種 関 連 分 析 の 活 用

具 体 的計 画 策定 の場 合 、 各 行 政 目的 に応 じて 、統 計 デ ー タの加工 利 用 の方 策 が講 ぜ られ るが、 未 だ

利 用方 式 に つい ては 充 分 でな い 。一 部 で は科 学 技術 計算 のア プ リケ ー シ ョン(加 工 技 法)を 用 い る と

い う、 モデル を設 定 してモ デ ル 分析 の検 討 を行 ってい る部 門 な どが あ る。

例 えば、 人 口モ デル 、経 済 モ デ ル にお け るモ デ ル の検討 を行 って い る と ころ もあ るが 、 デ ー タ加 工

技法 の 応用 に よ る行 政 施策 展 開 の 局 面、 即 ち 、 地 震対 策、 デ ータフ ァイル等 で 活 用 され て い る例 もあ

るo
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4.統 計 情 報 の 体 系 化

4.1統 計 情報 の 作成 ・利 用 面 の体 系

統 計情 報 の 作成 ・利用 面か ら 見た場 合 、 次 の3つ の流 れ に分 け られ る。

第1の 部 面は 、 統計 課 で作 成 され、 他 の 多 くの部 署 で 利用 され て い る統計 分 野 であ る。

第2の 部 面 は、 作成 が主 に統計 課 と利 用組 織 に分散 して いて 、特 定 の組織 で 集 中的 に利用 され て い

る統 計 分 野 で あ る。

第3の 部 面 は、 作成 と利 用 の どち ら も同 じ組織 で行 わ れ てい る統 計 分野 で あ る。

第1の 流 れ であ る統計 課 で作成 され、 他部 署 で利 用 され てい る分野 につ い ては 、

① 人 口 ・企業 経 営 に 関す る もの が87%を 示 し、

② 民 間24%、 商 工部 門23%、 統 計部 門40%の い わば 共 同作成 の形 を示す 鉱 工業 、 電 気 、 ガス

な どが 掲げ られ て い る。 この利 用部 門 は、 都 市住 宅 部23%、 労働 部29%、 民 間26%、 土 木部

24%、 そ の他 とな っ てい る。

第2の 流れであ る作成 が統計 課 と利 用組 織 に分 散 して行わ れ てい て、 特 定 の組織 で集 中的 に利 用 され

て い る分 野 につ い ては 、 行政 組織 の大 部 分 であ る統 計情 報生 産 体 系 と して とらえ る ことか ら、 関連 の

統 計 を拾 うと、

① 家 計 ・物 価 ・所 得 につい て は 統計 課65%、 利用 面 では 生 活環 境部58%で あ る。

② 商業 ・サ ー ビス業 で は、 統計 課48%、 商工 課31%で 利 用 面では商 工部75%で あ る。

③ 教 育 文化 面で は、 統計 課41%、 教 育 委 員会59%、 利 用 は教 育 委 員会65%、 労 働部21%で あ る。

④ 労働 ・賃 金 の 分野 で は、 労働 部52%、 労働 基 準局25%、 統 計課23%の 共 同 生産 に対 し、 利

用は 、労 働 部 が圧 倒 的 で91%と な って い る。

⑤ 農林 水 産 の 分野 で は 、統計 情 報 事 務所40%、 農 地農 林 部24%、 農地 森林 部24%、 統 計課

22%で 、 利 用面 で は農 業 水産 部 、 農 地森 林部 が大部 分 で79%を 示 してい る。

⑥ 建設 ・住 宅 の分 野 で は、 都市 住 宅 部49%、 統 計課32%、 土 木部18%の 共 同作 成 に対 し、 利

用 面 は都 市 住 宅部 が大 部分 で79%と な って い る。

第3の 流 れ で あ る、 作成 と利用 の どち ら も同一 組 織 で行 わ れ て い る統計 分野 が ある。

① 交 通 ・運 輸 の統 計 分野 で は、 土 木 部38%、 警 察本 部32%で 作 られ、 利用 面は 同 じ組織 の警 察

本 部43%、 土 木 部31%と な ってい る。

② 治安 ・災 害 ・公 害 の 分野 では 、 警 察本部49%、 総 務 部28%で 作られ 、利 用 面 は、 警 察本 部

46%、 総 務部24%と な って い る。

③ 行 財政 関連 では 、 総 務部 が全 体(100%)の 作成 に対 し、利 用面 では都 市住 宅部86%で あ る。

④ 民生 部 関連 では 、民 生 部が 全 体(100%)の 作 成 に 対 し、 利 用は95%で あ る。

⑤ 衛 生 部 関連 では 、衛 生部 が大部 分 の99%に 対 し、91%の 利 用 とな ってい る。(第7図 参 照)
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第7図 統計 情 報 の作 成 ・利 用体 系図
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5.統 計 情 報 シ ス テ ム 整 備 の あ り方

5.1統 計 デ ー タ ベ ー ス の 概 念

統 計 デ ー タは 、生 産 一 蓄 積 一 利用 とい うプ ロセスを考 え る と、 この 全 体的 な とらえ 方が 、情 報

シス テ ム体 系 と して認識 で きる。

従来 の統 計 デ ー タの 利用 レ ベル と しては 、結 果 表を ベ ース に利 用 され、 蓄 積 と利用 の一 環 した考 え

が とられ てい なか った点 が 指 摘 され る。

しか し、 最 近 の統 計 情 報 の環 境 条件 は、 利用 の利 便 性、 容 易性 、 分析対 応 の 観 点 か ら考 え られ るデ

ータ 内容 の意 味付 け な ど
、総 合 的 な 機能 の 要請 が 強 くな っ てきて い る とい える。

こ の環 境 変 化 の状 況 を 次 に示 す。

こ こで考 え られ る要 素 を、 ①計 画策 定 で の利用 分野 、 ② 使用 す る統計 デ ー タ、③ 統 計 管理 、④ 統 計

情 報 シス テ ムの4つ に大 別 し て、 従来 の考 え方 と、 今 後 の要 請 の部 面を 抽 出 してみ る こ と とす る。

① 計 画 策定 での 利 用 分野

統計 デ ー タの多 くは 、 施 策及 び事 業 の計 画策 定 プ ロセ ス で利 用 され て い る。 この考 え方 に つい て

は 、3.1節 「計 画 策 定 と統 計 デ ー タ」 で述べ た が、 要点 を とら え利用 分野 を検 討す る こ ととす る。

その 第1は 、 「問 題 の定 義 」 で あ り、第2に は、 「目標水 準 の設 定 」、 第3に は 、 「結 果の予 測

とい う段 階 に な る。

従来 の統計 情 報 の考 え方 にお い ては 、第1の 局 面 であ る 「問 題 の定義 」 で の 利用 を 中心 に、 現 状

認 識 が行 われ る。 実 態分 析 な どに よる複雑 な解 析 は、 あ ま り行 わ れてい な い とい え る。

今 後 の活 用 の方 向性 と しては 、 デ ー タの解 析 を通 じての 「目標 設定 」 の手 法 や 「結 果 の予 測 」な

ど、 デ ー タ解析 ・モ デ ル 分析 な どの統 計 的解析 手 法 が活 用 で き るデ ー タ蓄積 が 重要 な要 素 とな る。

② 使 用す る統 計 デ ータ

従 来 の統計 デ ー タの使 用 を み ると、 各統計 デ ー タを 独立 に使 うこ とが 多 く、 同時 に多 くの統 計 デ

ー タを 使 うこ とは 少 な い
。 この状 態は、統計デ ー タ項 目の収 集 のあ り方 及 び新 規 発生 事 象 に対 す

る裏付 け デ ー タの欠 除 に よる と思 わ れ る もの もあ り、 今 後は 、 同時 に幾 つ か の統 計 デ ー タを使 用 す

る傾 向を踏 まえ て、 統 計 調査 項 目間 の リンク の問題 及 びデ ー タ とデ ータ との新 しい認識 も大 切 にな

って くる と思 わ れ る。

③ 統 計 管 理

統 計 デ ー タを いか に生産 し、 管 理 す る かが主 題 であ った従 来 の方 向 に対 して 、今 後は 、統 計 デ ー

タ の生産 管理 か らいか に活 用 す るか が大 切 とな って くる。 そ の た めには 、 統 計 デ ー タの持 ち方及 び

容 易な 検 索が 可能 な方 策 が 講ぜ られ な けれ ばな らない。

④ 統 計 情 報 シス テ ム

従 って、 統 計情 報 シス テ ム と しては、 統 計調 査 ご との個 別 的処 理 が 中心 であ り、 業務処 理的 な惟
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格 が強 い もの か ら、今 後 は 、統 計 デ ー タの総 合化 が 必 要 とな り、 統計 デ ー タバ ンク構 築 を指 向 した

多様 な機 能要 請 が でて くるで あ ろ う。

統 計 情 報 シ ステ ムへ の ニ ーズ と しては 、 従来 の個 別 業 務 処 理 か ら、 多 様 なユ ーザ の ニ ーズ に対

応 で き、 各種 統計 デ ー タを 体 系的 に扱 うこ とを可 能 とす る統計 デ ー タベ ース の形 態 を とる ことが必

要 とな り、個 別 要 請 に答 え られ る よ うにな る情 報 シス テ ム が形成 され る べ き であ ろ う。

5.2統 計 デ ー タ ベ ー ス の 機 能

ユ ーザ の 多 様 な 三 一 ズ に応 え られ る よ うな統計 デ ータベ ー ス の機 能 と して 、デ ータベ ース フ ァイ

ル を中 核 と して、検 索機 能 ・案 内機 能 ・統 計解 析 機 能 ・モ デル 分 析機 能 を持 つ べ き であ る。 これ ら の

機 能 が総合 化 され、 相 互 の機 能 が円 滑 に運用 され なけ れば な ら ない。

5.5統 計デ ー タ ベ ー スの 開 発方 向

5.5.1統 計デ ータ ベー ス の形 態

統計 デ ー タベ ース と して どん な形 態 の もの にす るか を考 え るた めに 、統 計 デ ー タベ ース のサ ー ビス

範 囲 とデ ー タベ ース 開発 の考 え方 の両 面 か ら検 討 す る必 要 が あ る。

まず第1に サ ー ビス範 囲 を 県庁 内 に限 る場 合 と、県、 市 町村 、 民 間 と広範 囲 に考 え る場 合 との2つ

に分 け、 開発 の考 え方 を"施 策 指 向"と 駅デ ータ指 向"と に区分 して考 え る こ と とす る。

① 施 策 指 向(ど んな 施策 の た めに デ ー タベ ースを 開発す るか とい う施 策 面 か ら)の 考 え方 では 、県

庁 内の み につ い てみ れ ば、 施策 立案 の観 点 か ら該 当施 策 に適合 す るよ うな デ ー タベ ー スを 構築 す る

こ とを 目途 と し、 蓄 積 され る統 計 デ ータを共 通 、 目的 別 の区 別 な く、 施 策 に必要 と考 え られ る もの

はす べ て含 め るこ と と した。

県 ・市町村 ・民 間 を 含 め た広 範 囲 な考 え方 に対 す る施 策 指 向は、 原 理 的 に所 在 しない と し、該 当

事項 な し とした。

② デ ー タ指 向(デ ー タの種 類 や タイ プ等 のデ ー タ面 か ら)県 庁 内に限 った場 合 の考 え方 は 、 統計 デ

ー タ構 築 の観 点 か ら共 通 統 計を 優 先 し、 目的別 統計 は徐 々に追 加 しな が ら サ ー ビスの 公平 化 を考 え

る こ と とした。

③ また、 デ ータ指 向 で県 ・市 町村 ・民間 と広 範 囲 な対 象 に対 しては 、 県 庁 内 に対 応す る場 合 と基本

的 に同 じで あ る が、 デ ー タ項 目の範 囲が 拡大 す るこ とと、地 域 区 分 につ い て特 殊 性 を加 味す る必 要

がで て きて 、特 に地域 区 分 につ い て は、 市町 村 区 分 よ り細か い 区 分 が要 求 され る であ ろ うことを 見

込 んだ。

5.5.2統 計 デ ー タベ ー ス の 機能 特性

以 上 の形態 別区 分(① 、② 、③)を 基礎 に、 デ ー タベ ース の機 能特 性 を とら えて み る こ ととす る。

(1)デ ー タベ ース機 能

① 施 策 指 向で 県 庁 内 のみ につ い て は 、共通 ・目的別 の区 別 な く、施 策 に 必要 な統計 デ ータを 、デ

ー タ項 目、 地域 区 分、 時系 列 で と らえ られ るよ うにす る こ とが考 え ら れ る。
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② デ ータ 指向の 立場 か ら県 庁 内 のみ に 限 った場 合 の デ ータ ベ ースは 、共 通 統計 か ら、 デ ー タ項 目、

地 域 区 分、時 系 列 と次い で 目的別 統計 を と らえ る こ と とす る。

③ デ ータ指 向 の立場 で、県 ・市 町 村 ・民間 を含 めた広 範 囲 な対 応 に対 しては、 ② と同 じ方 法 では

あ る が、市 町村 よ り小 さい単 位 が必 要 で あ る。

(2)検 索サ ー ビス機 能

① 施策 指 向で県 庁 内 に限 る場 合 の検 索 サ ー ビス は、 キ ー項 目の指定 に よ り、検 索結果 が製 表化 、

グ ラ フ化 され表 示 され る こ と。

② デ ータ指 向 で県 庁 内 に限 る場 合 には 、① と同 じ く、 検 索 の定 型化 を して、 オ ペ レ ーシ 。ンを容

易 にす る こと。

③ デ ータ 指向 で県 ・市 町村 ・民 間 の場 合 に対 応す るた めには 、② よ り定 型 化 を徹 底 させ 、 非定 型

な ものに対 しては 、別 途 の 方法 で対 応 す る よ うサ ー ビス 内容 を 明確化 す る こ と。

(3)案 内サ ー ビス機 能

① 、② 、 ③ の区 別 な く、 所在 源 の デ ー タを一 元化 して問 い合 わ せ に応 え る こ と。
エ

(4)統 計 解析 サ ー ビス機 能 層

① 施 策指 向 で県 庁 内 に限 る場 合 には、 基礎 的 な解 析手 法か ら多 変量解析 の手 法 を そ ろ えて、 デ ー

タ解 析 に応 える手 法。

② デ ータ 指向 で県 庁 内 も① と同 じで あ る。

③ デ ータ指 向で 県 ・市町 村 ・民 間 の場 合 には 、原 則 と して① と同 じで あ るが、 デ ー タベ ース の規

模 が大 き くな るの で、 手 法 との リンク に工 夫 が必 要 であ る。

(5)モ デ ル分 析 サ ー ビス機 能

① 施 策 指向で 県 のみ に限 る場合 には 、 施策 に必 要 なモ デル の 開発 を し、使 いや す い 形 で提供 す る。

また 、モ デル 開 発 の手 法 も提 供 す る。

② デ ータ指 向で 県の み の場 合 には 、共 用 的 な モデル を備 え る と と もに、 モ デル 開 発 の手 法 をそ ろ

えて お くことが大 切 にな る。

③ デ ータ指 向の 広域 的 な場 合 も② と同 じで あ る。

(6)コ ン ビ=一 夕 シス テ ムの機 能

① 施策 指 向 の県庁 内 の み の場 合 、パ ッチ シス テ ムで も対 応 が可 能 で あ るが、 情 報 提供 サ ー ビス の

度合 い で、オ ン ライ ン化 も考 慮 す る必 要 が あ る。

② デ ー タ指向 の 県庁 内 の み の場合 、 オ ン ライ ン シス テ ムが有 効 であ る と考 え られ る。

③ デ ー タ指向 で 県 ・市町 村 ・民 間 の場 合 、オ ン ライ ン システ ム が必要 とな る。

5.5.5開 発 方 法の考 え 方

統 計 デ ータ ベー ス の開 発 にあ た って 、以 上 の3つ の 形態 の うち どの よ うな 開発 目標 とす べ きかは 、

計 画 策定 の 精度 と迅速 性 を どの程 度 要 求 す るのか とい う観点 か らの判断 が 重要 にな り、 次の点 を考 慮

す る必 要 があ る。

① 統計 デ ータ を利 用す る立場 を 考 慮 して、 ユーザ の有 効な 活 用性 を認 識 しつつ 開発 をす る。
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② デ ータ指 向を 採用 しよ うと した場 合、 デ ー タが原 課 単 位 に保 管 され てい る状況 か らみ て、 集 約す

るた めに極 めて大 き な投 資 が 必要 とな り、 かつ 、具 体化 しに くい こ と とな る。

従 っ て、 統 計 デ ータベ ース 構築 にあ た って の極 め て一 般 的な 方策 を考 え るな らば 、 「施策 指向 で県

庁内 のみ 」 の対 応 を考 え 、 次 い で 「デ ー タ指 向 で県庁 内の み 」か ら 「デ ー タ指 向の 県 ・市 町 村 ・民 間」

へ と段階 的 な ア プ ローチ が 必要 とな るの では ない か と思 わ れ る。

当初 は 小規 模 の 利 用 範 囲 に 限 定 したユ ーザ を対 象 として、 活 用 す る階 層 を 明確化 し、 かつ 、 そ の

後 に適 用範 囲 の拡 大 を 図 れば ・投 資 の割 合 には活 用 され ない とい う議 論 に対 して、相 当 に明瞭 な方 向

性 を見 出す こ とが可 能 とな る ので は ない か と考 え られ る。

5.5.4パ イ ロ ッ ト・シ ステ ム の選 定

パ イ ロ ッ ト ・システ ムの 開 発 は、 あ る意 味 で全 体 のデ ー タベ ース シス テ ムの発 展 を考 え る か、縮小

を考 え るかを 見 きわ め るた め に重 要 な こ とであ る。

この場 合、 見 き わ め るた め の選 定 基 準 と して、 どの よ うに考 え るか を掲 げ る と、

① 施 策 面か らみ て統 計 デ ータを 多 く使 って い る。

② 利 用地 域 区 分 で行 政 区域 で あ る市 町村 別 の 比率 が高 い。

③ 加 工方 式 は 比較 的 複雑 な 使 い方 を して いる。

④ 行 政計 画 な ど重要 性 の 高 い ものを 中 心 に、 デ ー タ処理 部 門へ 依 頼 して原 課 が 活用す る比 率 の高 い

もの。

以 上 の基 準 に基づ き県 の総 合 開 発計 画 の小項 目、 即 ち、 具 体 的行 政 施 策 で担 当原 課 が主 と して施 策

計 画 を取 り扱 う項 目に つ いて 次 の よ うな分 析 を試 み た。

こ こでは、 順 位 づ け を行 った項 目と して、 次 の よ うな項 目設 定 を行 い 総合 評 価 と して 開発 の 優先 度

の10位 まで の事 象 につ い て例 示 す る こと とす る。(第4表 参 照)

第4表 施 策項 目にお け る開 発優 先度 と統 計 グル ープ別構 成 比

総合評価 付 帯 事 項
施 策 中 項 目 施策小項目

開発優先度 共通的 中間的 目 的

第1位 保健医療の充実 医 療 13.8 一 86.3

第2位 地域の産業振興 水 産 業 3.6 93.3 3.0

第3位 生活環境の整備 住 宅 4.3 79.0 16.7

第4位 同 上 街 路 15.8 36.8 474

第5位 生活安全対策の強化 交 通 ・安 全 ・防 犯 77 4.9 874

第6位 土地 ・水資源の有効活用 土 地 26.5 61.8 11.8

第7位 生活環境の整備 都 市 公 園 33.3 66.7 一

第8位 地域産業振興 商 業 6.5 93.5 一

第9位 労働福祉の充実 労働者福祉 19.5 80.5 一

第10位 交 通 ・通 信 ・エネルギー基 盤 の 整備 道 路 1.4 30.0 68.6
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こ こで、 パ イ ロ ッ ト ・シス テ ム と して扱 う場 合 には 、統 計 デ ー タベ ース と して の 発展 性 を考 慮 して

お くこ と が好 ま しい の で、 上位10位 まで の施 策 小項 目につい て 、 そ の発 展性 を み るた め に、 統計 グ

ル ー プ別 の構 成 比(%)を 付 帯 して 記載 した。

また、 この中 で 発展 性 の 判定 の た め に、共 通 的 の比 率 が大 きい もの を発 展性 があ り、 目的 の比率 が

大 きい もの を発 展 性 が少 な い とみ る こ とと した 。

以上 の 点 を考 慮 して検 討す る と、 次 の よ うな考 え方 が で て くる。

① 水 産業 をパ イ ロ 。 ト ・システ ム の施策 とす る。

② 住 宅、 街 路、 都 市 公 園 、土 地 の施 策 を一 本化 して対 象 とす る。

2つ の 案を 定性 的 に検討 す る と、 住 宅 、街 路 、都 市公 園 、土 地 の一 本化 施 策 は、 都 市環 境 に関 す る

施策 グ ル ー プであ り、 この グル ー プを パ イ ロ ッ ト ・システ ム とす る ことが 考 え られ る。

5.5.5パ イ ロ ッ ト ・シス テム の要 件

(1)利 用 範 囲

県 庁 内 の行政 需要 に応 ず る。

(2)利 用 方 法

オ ン ライ ン ・パ ッチの併 用 処 理 を行 う。

オ ン ライ ン処 理 で実 行 可能 な事 項 は、

対 話 型:検 索

形 式:デ ー タ展 開、 表 形式 、 グ ラフ化

分 析対 応:構 成 比、平 均 値 、標 準 偏差 、 時 系列 分析、 相 関 分析 、 重 回帰 分 析等

バ ッチ処 理 で実 行 可能 な事 項:多 変量 解析 等

(3)統 計情 報 の 分類

対 象項 目20分 類 、 共通 情 報5分 類 、専 用 情報15分 類(第8図 参 照)

(4)蓄 積 デ ー タ

対 象 統計項 目1,334の うち 、 パ イ ロ ッ ト ・シ ステ ム では 、

共 通情 報345項 目

専 用情 報152項 日

計497項 目

蓄 積年 は 、5期 分 とす る。
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計
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第8図 統 計 情 報 の 分 類
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5.5.6パ イ ロ ッ ト ・シス テム の 概要

(1)シ ス テ ム 構 成

① 特 徴

'統 計 デ ー タ値 と属 性値 を 分 離
。

・時 間(本 シス テ ムでは 、 月 ・四半 期 ・半 期 ・年 度 又は 年 次)

・地 域(地 域集 約 方 式、 全 国(県 単 位)・ 生 活圏 ・都 市 計 画 ・区域 ・市 町村 ・DID地 区 ・

町 丁 目 ・地 域振 興 セ ンタ ー ・財 務事 務所 等 行政 目的別事 務 所8カ 所)

'項 目(属 性1
、nに 分類)

・秘匿 デ ー タへ の配 慮
。

② デ ー タ利 用の 利便 性

⑦ キ ャラク タデ ィス プ レイ とグ ラフ ィ ックデ ィス プ レイ の併 用が で きる。

④ 検 索 方式 は ガ イ ド方 式 とコマ ン ド方 式 の2方 式 を活 用 で きる。

⑦ 検 索時 に地域 区 分 間 の集 約 変換 を 行 え る。

㊧5種 類 の 出力表 形 式 が可 能 で あ る。

㊧ グ ラ フ表示(棒 グ ラフ、 折 線 グ ラフ、 円グ ラフ、 帯 グ ラ フ等)が 可能 であ る。

⑰ 統 計 分析 は対 話 型 で行 え る。

㊧ 利 用者 の個 別 デ ー タの分 析、 追 加 利用 が可 能 であ る。

② メー カ提 供 の汎 用 統計 パ ッケ ー ジ との リンクが とれ る。

③ シス テ ム構成 概 念

⑦ 対 話型 利 用 サ ブシス テ ム

端 末 機 か らデ ー タ項 目、 地域 、 時間 とい う要 素 を 指示 す る ことに よ って、 望 む デ ー タが 検 索

で きる。 ま た、 デ ー タを加 工 編集 す る こ とに よ り、 図形表 示 がで きる。 統計 解 析 の基 礎 的 な手

法 も活 用可 能 であ る。

④ 非対 話型 利用サ ブ シス テ ム

パ ッチ処 理 で デ ー タベ ース か らデ ータ の検 索 を行 え る。 汎用 パ ッケ ー ジを使 用 して 各種統 計

解 析手 法が 利用 で き る。

◎ 保 守 サ ブシス テ ム

デ ー タベ ース のデ ー タ の登 録 、追 加 、修 正、 削除 はバ プチ処理 で 実行す る。(第9図 参 照)

(2)ソ フ トウエ ア の体系

統 計 情 報 総合 利 用 シス テ ム として の ソフ トウエア にお け る体 系は、 利 用サ ブシ ステ ムを2つ に 今

け 、1つ は、 対 話型 、 も う1つ を 非対 話 型 と し、対 話 型 につ い ては、 運 用 管理 に必 要 な 各種 処 理 方

式(障 害 管理 ・入 力 ・検 索 ・加工 ・出力 の 各処 理及 び 統計 分析)を 行 う。 非 対話 型 にお い ては 、検

索処 理 と汎 用統計 パ ッケ ー ジの 利 用 を行 う。

デ ー タ保 守 サ ブシス テ ム につ い ては 、 構造 エ リア と統 計 エ リアの保 守 を行 う。(第10図 参照)
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統計情報総合利用システム

対 話 型利 用 サ ブ システ ム

障

検

計

非対話型利用サブシステム

検 処

処

処

処

汎用統 計 パ ッケ ー ジ

デ ー タ保 守 サ ブシス テ ム

構造エリア保守

統計エリア保守

析

第10図 統計情報総合利用システムの体系
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(3)デ ー タベ ース

θ デ ー タの 構造

統計 デ ー タのデ ータ構 造 は、 基 本 的 には デー タ項 目、 地域 、 時 間 で特 性づ け られ て い る。

デー タ項 目は 、 デ ー タの 属性 を 表 わ し、 デ ータ項 目が 集 ま って、 統計 項 目が構 成 され る。

統計 項 目は、一 つ の要 素 を表 わ す もの であ り、地 域 は 、 調査 区、 メ ッシ ュ、 町丁 目、 市町 村、

市 部、 県 な どの単 位 で 表現 す る。 本 システ ムでは 、 メ ッシ ュを 除 き、 従 来 の 財務、 民 生 、農 林 な

ど行政 単位 の地域 集 約 方 策を と って い る。

時 間 は 、統 計調 査 時 期及 び 調 査期 間 を 示 す。 統計 デ ー タの作成 周 期 は 、 日 ・月 ・四半 期 ・半年 ・

1年 ・2年 ・3年 ・5年 が あ る。 本 シス テ ムでは 、 月、四 半期 半期 年(年 次)の4種 類 を時 間

要素 として い るo

統 計 表 は、 分類 表 と系列 表 と して み た場 合 、 す べ ての 表 を連 関 ・相 関 表 と して 取 り扱 い、 統計

項 目を 表 属性 、 表頭 を デ ー タ項 目要 素属 性1、 表 側 をデ ータ項 目要 素 の属 性nと 呼び 、 これ を総

括 して、 デ ー タ項 目要 素 と して い る。(第11・12図 参 照)

(イ)デ ー タベ ース の構 造

この デ ー タベ ース は、 構 造 エ リア、 統 計 エ リア に分 け られ る。

構造 エ リアは、 デ ー タ索 引簿 に記述 され て い る属性 を そ の ま ま複 写 した もの であ る。

統 計 エ リア につい て は、 個 々の 統計 値 を各 コ ー ド体 系(表 ・時 系列 ・地域 ・属 性n・ 属性1の

各 コー ド)の 順 にデ ー タベ ース化 した もので あ る。

統計 表 と構 造 エ リア及 び 統 計 エ リア との対応 関 係 につ い ては 、 第13図 に示 した。

a、 構 造 エ リアにお け るデ ー タベ ー ス構 造 の決定 に つい て、 留 意 した 点 を示 す 。

① 各種 統計 表 に対 処 で きる こ と

統 計表 の分 類 は、 先 に述べ た(第11図 参 照)体 系 とな る が、 す べ て の表 か らデ ー タベ ー

ス へ 、デ ータ格納 が で き、 ま た、 これ らの表 に復 元 で き る こ と。

② デ ー タベ ース の保 守 の 容 易性

デ ー タベ ース の構 造 を 単純 化 し、保 守を 容 易 に行 え る こ とを考 慮 して、 時 系列 や地 域 変化

に よる更 新 に耐 え られ る よ うに した。

③ 格 納 効 率

デ ー タ量は 、増 大 す るの が 常 であ るの で、効 率 よ く格納 し、 拡 張 に耐 え得 る構 造 と した。

④ 検 索 効 率

複数 キー(項 目、地 域 、 時 間)に よ る検 索時 間 が平 均 的 で あ る こ と。

b、 デ ータベ ース の容量

構 造 エ リア 約1MB

統計 エ リア 約100MB

(利 用率40%)
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c、 パ イ ロ ッ トシ ス テ ム の デ ー タ 蓄 積

人 口 ・世 帯 ・土 地 ・労 働 ・経 済 ・商 工 業 … …198表

交 通 ・運 輸 ・建 設 ・住 宅 ・生 活 環 境 ・教 育 文 化 ・公 安 の一 部 … …60表

合 計110万 件

統 計 表

分一 膿1欝
、_表)

《
㊨

系 列 表{露1;:1(時 系 列)}系 ・一

第11図 統 計 表 の 種 類

⊂ ⌒)… 一一ー ー 一 一 ー ー ーー ー 一
列

時 系

S56 ↓ 表頭

都市計画用途別面積 S55 住居地域 商業地域 工業地域

統計項目」
£
側

県 計

○ ○ 市

△ △ 市

＼_ ＼
変換

.分 類 表

＼/㊨ 地鷲
1'

S56∞ 市!
ノ

都市計画用途別面積 S55県 計 住居地域 商業地域 工業地域

統計純 ・1→
新たにつける

用途別面積
,巧 フ

'

,'

,'

,'

データ項 目'(都 市計画用途別面積、住居地域v用 途別面積)

↓ ↓ ↓

表 属 性 属性1属 性E
(統 計項 目)(表 顕)(表 側)

デ一夕ヘース

第12図 系 列表 か ら連 関 表 へ の変換
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構 造 エ リ ア

地 域 集 約
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第13図 統 計デ ータ ベ ース 構造 図
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付属資料1
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付属資料2
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,

6.デ ー タベ ース の適 用 に関 す る一 般 的 考 察

6.1行 政 情報 シ ス テ ム と して の デ ー タベ ース の役 割

(1)行 政情 報 シス テ ムへ の新 規 要 請

コン ピ ュー タを 活用 して、 地 方行 政 情報 処理 を行 う地 方公 共 団体 の主 た る 目的は 、 従来 、 省 力効

果 を ね ら った大 量 反復 定 型計 算事 務 処理 であ った。 コン ピ ュータ処理 方 式 と しては 、最 適 な 利用 分

野 と も言 え る。 しか し、 行 政施 策 を 検討 す る ときに、 あ らゆ る部 門 が 必ず 実 施 してい る方 策 として、

現 状 の認 識、 現 状 の分 析 を通 し て、 近 い将来 、 そ の時 点 が単年 度 の場合 も、2～3年 の レン ジや 又

は 、5年 、10年 とい う長期 的 展 望 の場合 もあ るが、何 等 か の方 法論 に よ って、 地域 の方 向性 あ る

い は あ る事 象 に対 す る予 測 を行 い 、 そ の も とに行政計 画 を樹立 して い るの が実 態 で あ る。

これ らの 考 え方 は 、あ る面 では 都 市 経営 、 地域 振 興計 画 とな り、 あ る面 では特 定 行 政 目的 に対 す

る計 画 策定 として とらえ られ て い る。

い わ ゆ る、不 定 型 的業 務処 理 、 ア ドホ ック 的な 業務 処理 か ら、 計 画 ・管理 資 料の 作成 、 意思 決定

に必要 な 資料 の提 供 な ど とい う方 策 が講 ぜられつ つ あ る。

す なわ ち、 内部 管 理的 業務 であ る人事 管理 ・財 務管 理あ るいは 、市 町 村 にお け る住 民 記録 業 務な

どに加 え て、 社会 環 境 状 況 の急速 な変 容 に よる行政 需要 の多様 化 に対 応 す る行 政 サ ー ビス のあ り方

が問わ れ、 必 要 とす る総 合計 画 、 環境 管 理関 連業 務又 は各部 門 ご とに発 生す る種 々 の問 題 を解 消 し

て 　φ くた めの デ ー タを どの よ うに して とら え、 どの よ うな 分析 を講 ず るかが 大 きい焦 点 とな って き

て い る。

これ ら 新 しい計 画 資 料 ・管 理 資 料 を作成 す るた めに は、 日常 業務 で発 生 す る部 門 別情 報及 び 他

の関連 機 関 で発 生す るデ ータ を問 題 分野 別 に 再編成 し、 行政課 題 に適 合 した 情 報提供 が求 められ て

い る。 計 画 分野 で すべ て の部 門 ご とに、 最 も基 本 とな る情 報 として人 口情 報 とか 、 地域 の 活 力を 見

極 め るた め に も地 域 振興 に役 立 ち得 る経 済情 報 ・地 形地 質 ・土 地 利用 な どの地 域 情報 の基 本 情 報 な

ど、一 つ の行 政 分野 だ け でな く、共 通 に 活用 され得 る基 本項 目に対 す る情 報 と、公共 施設 、 建 設計

画、 防 災計 画 な ど、 あ るいは 物 流状 況 の把握 、 地域 交流 のた めの交 通通 信 体 系 に伴 う情 報 等 、種 々

多方 面 に わ た る情 報 の 混在 す る中 か ら、必 要 とす る情 報 の選 択 とその情 報 の 分析 ・解 析 を通 して の

地域 の実 態 を今 や コ ン ピ ュー タを活 用 して実 施 してい る団体 も多 い。

この よ うな部 門 を また が る情 報処 理 を実 施す る場 合 に問題点 と して指 摘 され る事項 は 、

① 必 要 なデ ー タの収 集 と管理 技 法 の 問題

② 必 要デ ー タの意 味 づ け と分 析加 工 の 手法 の問 題

③ 地域 情 報 と して とら え た と きの表 現 の方 法 又 は提示 の技 法 の問 題

な どで あ る。

第1の 問題 は 、 必要 とす るデ ー タ及 び 関連 デ ー タが各 セク シ.ン 単位 に散 在 して とられ てい る こ

とか ら、 同類 のデ ー タ で も、整 合 性 が とれて な い こ と、 また 、 デ ータを 収 集 す る ときの 方法 が さ ま
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ざ まな ため に 、部 門間 にお け る、 同 類 デ ー タの 用語及 び測 定時 期 の不 整 合 や デ ー タの集 約 単位 又 は、

集 計 区 分が異 な る こ と、 時 系 列で と らえ る と きの不 統一 、 調査 方法 、 デ ー タチ ェ ック の方法 の相 違

等 によ るデ ー タ精度 の 不統 一 等が しぼ しば 見 られ る。

また 、 情 報収 集ル ー ト集 約 の問 題 、 デ ー タ保全 対 策の 問題 等 も含 め、 デ ー タの行 政分 野別 分 散 管

理 に伴 うこの種 の問 題 につ い ての 影 響は 大 きい もの があ る。

第2の 問題 であ る分 析 ・加工 につ い て の手 法 をみ る と、 行政 施 策 の計 画を た て る場 合 に、現 状 を

踏 まえて 予 測 を行 うこ とを考 え れば 、 各部 門 ご とに、収 集 された デ ータを もとに異 な った予 測手 法

を試 み て も、 分析結 果 を ど の よ うに評 価 し、 調 整 して よいか非 常 に困難 な作 業 とな って くる。

行政 需 要や ニ ーズ把 握 の 方法 とし て、構 造化 して 問題 を とら え る に して も、整合 性 の とれ た分 析、

予 測を 行 うにあ た って、 問 題 を解 くカギ、 す な わち 、手 法 の標 準化 を してお か ない と、 上 記 の よ う

な 問題 が発 生す る。 また、 分析 手 法 を容 易 に利 用 で きる方 策 も考 え る必 要 が あ る。

第3の 問題 は、 分析 ・解 析 され た各 種情 報 の 表 現方 法 であ る。

この問 題 は、 分析 が いか にす ぐれ て い て も、 また 、 テ クニ ックが い かに進 ん でい て も、そ の結果

の表 現 方法 が不 充 分 で あれ ば、 問 題 な り、 現 状 な り、 あ るい は 予測 な りを明 確 に訴 え られ な い こ と

とな る。

また、 表 現方 法 に つい て は 、定 型 化 され てい る ものは少 な く、 多 くの場 合 即時 に ア ドフ ォ ック に

応答 しな けれ ば な らず、 個 別 情 報 単位 ご とに毎 回 繰 り返 し記 述 方法 や 形 式 を設 計 し、 セ 。 トしな け

れ ば な らな い こ ととな り、 担 当 者 が そ の た め に費や す作 業 時 間 が莫大 な もの とな って い る。 例 え

ば 、土 木や 農 林部 門 の技 術 者 は 、 多 くの場 合、 国 へ 申請 を行 う事 業 単 位 ご とに、 作表 、 作図 、地 図

表 現 を繰 り返 し、 いわば 、 地 図 の 色 ぬ りな どに作業 時 間 が とられ て い る現 実 か ら考 えれ ば 、 多様 な

情 報提 示機 能 を標 準化 す る よ うな 方 策 も講 ずべ きで あ る と考 え られ る。

この よ うに、行 政 目的別 情 報 体 系 か ら処 理 で き るデ ー タを と らえ 、多 種 類 の情 報 の組 み合 わ せ か

ら、問 題 分野 別、 課 題 別 の情 報 を取 り出す た め の効率 的 な手 段 を 確立 す る こ とが最 も重 要 な こ と と

な る。

各部 門 の 日常業 務 で 発 生す るデ ー タ と、 庁 内外 で発 生す るデ ー タを収 集 し、 時 々刻 々 と変 動 して

ゆ く社 会 変動 状 況 を適 切 に把 握 し、 収集 ・加 工 ・保 管 ・管 理 が行 え、 容 易 に蓄 積 、 検 索、 利用 が で

き る情 報 システ ム体 系の整 備 が 、緊 急 な課 題 と して提起 され、 そ の た め に、 デ ー タベ ース の 構築 を

行 うこ とも簡 単 な利 用 の 技 術 と高度 利 用 に対処 す る技 法 の一 つ で あ る とい え る。 それ に伴 うコン ピ

ュー タのハ ー ド、 ソフ ト面 の 技法 も進 ん で きて い る。

(2)ソ フ トウエア の側 面 か ら み るデ ー タベ ー ス

デ ータベ ース の議論 の 中 で、 多 く議 論 され る事 象 の中 で、 フ ァイル の統 合 や デ ー タ の一 元 的 管理

あ るいは デ ータの 構造 化 、 又 は デ ー タ利 用 か ら見 たデ ー タ独 立 性 の問 題 が あ る;

デ ータベ ース とは何 か、 とい う議 論 に対 して もJISで 定 義 してい る こ とは、 「デ ー タベ ース と

は 、一 つ 以 上 の フ ァイル の集 ま りで あ って、 そ の内容 を 高度 に構 造化 す る こ とに よっ て検 索や 更新

の効 率化 を 図 った もの で あ る 」 とい って いる。 こ の よ うな 意 味 あ いは 、 デ ー タベ ース の特 性 の一
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側 面 とい え る し、 一般 論 と して は、 ど うも理 解 に も う一歩 とい う感 もない わ けで は な い。

デ ー タベ ース につい て、基 本 的 な部 面 に つ い て述べ る こ と とす る。

デ ー タベ ースの 基本 的 な 目的 は 、大 量 の デ ー タを 多 くの 目的 の ため に使 え る こと にあ る と考 え ら

れ る。 この 現 象 を可能 にす る ため に、 ア クセ スの 多様 性 とデ ー タの一 元 的 管理 が必要 とな って くる。

この実 現 可 能 な方 策 と して、 多種 類 の情 報検 索要 求 に応 じら れ る よ うな デ ータ構 造 を もち、 デ ー タ

利 用 の 面か らは、 独 立 した デ ー タ管理 が考 え られ、 そ れ に加 えて、 必 然的 に さけ られ な い事 象 とし

て、データフ ァイルの 大容 量化 、 多 くの利 用 者 が共 用 し よ うとす るデータファイルの制御 に必 要 なデ ー タ

保 護機 能、障 害 に対 す るす み やか な 回復 機 能、 障 害 か らの 回避機 能な どが付随 的 に必 要 とされ る。

検 索 ・更新 にお け る効 率 性 に つい て は、 デ ー タベー ス があ る想定 され た情 報検 索や デ ー タ処 理要

求 に 対 して のみ効 率 性 を追究 す るの で は な く、情 報 シス テ ム全体 と して の効 果的 な活 用 が 問題 とな

る ので あ る。

将 来 的 には 、 ハ ー ドウエア の急 速 な 技術 進 歩 が システ ム開発 と運用 の効 率 化 によ り大 きい 影 響 を

与 え る こ とは 言 うまで もな い。

デ ー タベ ー スは 、 デ ータベ ース管 理 シス テ ム(以 下DBMSと 略す る)の 機 能 を そな え て い るが 、

多種 類 のDBMSが 汎 用性 を持 ってい る とはい えな い。地 方 公共 団体 のデ ー タベ ー ス シス テ ムの 多

くは 、 必 ず し.も商用DBMSを 採 用 して い る もの では な い が、 デー タベ ー ス技 術 が 方法論 と して未

だ確 立 され た もの にな ってい な い点 が 指摘 され る。

しか し、 デ ー タベ ース システ ム は、 シス テ ム分析 と シス テム設計 の方 法 論 と して、 従 来 の方 式 に

見 られ ない新 しい考 え方 を提 示 してい る こと も事 実 であ る。

従来 の シス テ ム開発 にお いて は、 シス テ ム に要 求 され る機 能 として、 利 用者 が行 い たい デ ー タ処

理 の方 式 が 明確 に されて お り、 そ の機 能 を実 現 す るた めの最 も効 率 の高 い 処理 方 式 を設 計す る とい

う方法 で あ る。

例 えば 、 利 用者 が行 い たい仕 事 の うち 出 力帳 票 の形 式 とか、 記載 した い デ ー タ項 目な どは 判 明 し

て お り、 そ の 出 力を行 うた めに 必要 とす る入 力デ ー タや 演算 、加 工 、編 集 が どの よ うな ことを行 う

か とい う処 理方 式 の設 計 は 明確 に な ってい る。

そ の とき、 デ ー タ整 備 の方 法 として の フ ァイル の持 ち方 な ど も、 当面 必 要 とす る処理 に適合 し、

効 率 よ く実 現す る こ とを考 え るだ け でそ の 目的は 達成 され 、他 の業 務処理 を考 え汎 用 性 を持 った考

え は別 個 の 問題 とされ る。

利 用者 の要 求 に変化 があ れば 、 シス テ ムの 部 分的 な変 更 で対処 す る場 合 に は効 率 性 を犠 牲 にす る

こ と も、起 こ り得 る し、効 率 を 維 持 しよ うとす れば 、 フ ァイル の変 更や 関連 した処 理 方 式 の変 更 が

必 要 とな って くる。

一 般 的 に シス テ ムの汎用 性 と効率 性 と の間 には 、 トレー ドオ フの関係 が あ り、 デ ー タベ ース シス

テ ムは 、 利 用者 の 要求 の変 化 に対 応 で き るだ け でな く、 多 目的 に、共 通 に活 用 で き る機 能 が要 求 さ

れ、 汎 用 性 を 主軸 と した もので あ る とい え る。

この よ うな こ とか ら、 フ ァイル設 計 にあ た るデ ー タの 構造 化 につ いて は 、 デ ー タベ ー ス の適 用対
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象 事 象 の特 殊 性 を表 現 で き る こ とが重 要 であ る。

例 え ば、 地域 環 境 情 報 デ ータ ベ ース で は、 地域 社 会 の実 情 を あ らわ す地 域経 済 、地 域 住 民構 成 要

素 、 公共 施 設状 況 、 交通 量 等必 要 とす る デ ータ項 目 に従 って、相 互 関 係を 分析 者 の 視点 に基づ き記

述 で き る よ うにす れば 、 どの よ うに 使 われ るかは 第二 義 的 な 問題 とされ てよ い。

デ ー タベ ー ス機 能 と して は 、地 域 の実 態 を表 現す る基 本 事項 の特 性分 析 の ため に、 い くつ かの 方

法論 が 準 備 され て あ る。 そ の一 つ と して、実 体 関 係 モデ ル(EntityReIationModel)で は 、

実 体(Entity)及 び、 そ の 中 に持 っ てい る属 性(Attribute)、 実 体 間 の関 係(Relation)と

い う3つ の概 念 で 基本 部 分 の シス テ ム構成 を行 うこ ととな る。

デ ー タベ ース に 期待 す る考 え方 の一 つ と して は、 ハ ー ドの 発達 と情 報 シス テ ム体 系 の整 備 、そ れ

に加 え て コーー ザ ・サ イ ドの要 求 の 多様 化、 高度 化 の要 請 に よ って、 よ り急速 な 進展 の度合 い を早 め

てい る ソフ トウエ アの あ り方 に対 して 、 シス テ ム設 計 上 の変 革 を もた らす 方 法 論 であ り、 目的 とす

る情 報 シス テ ムはデ ータ ベ ース が 絶対 的要 件 とい うよ り、 これ を い か に活 用 す るか とい う考 え で あ

るo

(3)情 報 システ ム が もつ機 能 とDBMS

情 報 シス テ ムは 、 多種 多様 な要 請 に対応 す る こ とを前提 と して考 えた として も、 あ ら ゆ る事 象を

前 もって設定 し、 それ に対 す る機 能 要件 を満 たす 方 策 を 講 ず る こ とは困難 であ る。 しか し、 現行 で

分 析 の結 果 設定 で きる基本 機 能 に つい ては 、DBMSが 装 備 してい る機能 の 部 分的 活用 に よ って も

可 能 とな る。

現行 情 報 シス テ ムの 中 で、情 報 処理 手 段 と して と くに要 求 され る のが、 情報 検 索機 能 で あ る。

順 序立 てて の処 理 方法 や 特 定事 項 を キ ー とす る直 接 処理 につ い ては 、 従来 の フ ァ イル 編成 に基 づ

く索 引 順編成 フ ァイル が有 効 で あ る と考 え られ るが 、 情報 検 索及 び 内容検 索 が重 要 視 され 、 これ ら

に対す る要 請 も多 い。

大量 反 復処 理 にお い て、特 定 され た処 理 順序 を 行 う場 合 には、 順 編成 フ ァイル が 適 してお り、 最

も効 率 的 で あ る。 しか し、 異 な る順 序 で処 理 す る場 合 に は、 デ ータ の分類 再編成 が必 要 にな る。

従来 の フ ァイル 編成 で あ る索 引順編 成 、 直 接編 成 を考 え る と、検 索 した い項 目が まち まち で あ り、

順 編成 フ ァイル の 順 序 にデ ー タ配 列 がな され て いな い もの の要 求 に対 して例 え その デ ー タが セ ッ ト

され て あ って も、 効 率 よ く検 索す る こ とは相 当 の困難 性 を伴 うと考 え られる。

例 えば 、市 町 村 行 財政 デ ー タの フ ァイル が あ る とす る。 そ こか ら、 人 口5万 人 ～10万 人 に相 当

す る 市 のみ を抽 出す る こ とは 、容 易 で あ るが、 この 行 財政 デ ー タの 中か ら、 基準 財 政収 入 額 の み を

個別 に集 計 し、 そ の結 果 を抽 出す る とい う要求 に対 して効 率 よ く実 施 す るた め には 、 オ プ シ 。ン機

能 を設定 した処 理 プ ログ ラムを設 置 してい な い と困 難 で あ ろ う。 ま してや 、 この条件 に合 った市 の

1人 当 り税 負担 額 を演算 ・加 工 ・検 索 す る機能 を無 限 に 持 つ ことは不可 能 に近 い と考 え られ る。

デ ー タベ ース に おけ る巡 航 検 索 は、 デ ー タの あ る特 性 に 注 目して、そ れ に関連 す るデ ー タを デ ー

タベ ース に蓄 積 され て い る構 造 に従 って、 順 次取 り出す こ とが可 能 であ る し、 かつ、 特 定 デ ー タ と

特 定 デ ー タ との四 則 演算 機 能 を加 味 して、 結 果 を 出 力す る機 能 がDBMSの 機能 と して活 用 され て
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い るo

また 、 ユ ーザ が 必 要 と す る デ ー タ がDBMSを 利 用 す る こ とに よ って 容 易 に抽 出 でき る こ と

か ら発 生 す る コ ン ピ ュー タ犯罪 を防 止す る方策 と じて、 デ ー タ保全 機能 、 機 密保 護 機能 、障 害 回 復

機 能 、 フ ァイル の 共用 制御 等が あ るが、DBMS機 能 と と もに これ らの 対 策 を講 ぜ られ る設 計 を す

る ことは 必要 な ことで あ る とい え る。

6.2地 方 公 共 団 体 に お け るデ ー タベ ー スの 適 用

地 方 公共 団 体(都 道府 県 ・市 町 村)に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 団体 は、 昭和56年4月 現在 、 自治

省 の調査 に よる と91.6%、3,047団 体 に及 び 、 適用業 務 も年 々拡大 して い る。 ホ ス トコ ン ピ ュー タ

と して設 置 さ れて い る機 器 も、 大 型化 の傾 向 にあ り、 行政 情 報 シス テムそ れ 自体 複雑 化 し、 ソ フ トウ

エア の開 発 ・維 持 ・管理 ・保 守に 要す る費 用 は、年 々増 大す る につれ て、 これ ら経 費 の軽 減 を いか に

して図 るか が重 要 にな っ てい る。 この ため 、専 門 知識 を もった特 定 の者 だ け がわ か る職 人的 ソ フ トウ

エ ア開 発方 式 か ら近代 的 ソ フ トウエ ア生産 方 式 の導 入 も検 討 段 階 に入 って き て、 技術 レベ ル では、 効

果 的 ソフ トウ エア 開発 技 法(構 造 化 設計 、 プ ログ ラマ管理)な ど と称 して、 行 政担 当者 も機 器 を操 作

す る者 もシス テ ム 内容 が 認識 で きる よ うな方 向 を示 して き てい る。

デ ー タ ベ ース の 活 用 も この側面 として、 大 い に活 用 の検討 が され るべ きで あ る。

も う一 つ の 側 面 と して、 デ ー タベ ー スは 、行 政 各 部 門 か ら発生 す るデ ー タをい か に計 画 ・予測 面 に

結 び付 け られ る か、 別 の表 現 を とるな らば 、 行政計 画 策定 あ るい は意 思決 定 の た め経 営 管 理 的 な活 用

方 法 として 、 デ ー タの集 中管 理及 び 多 目的 利用 を 実 現す る手段 として の役 割 が 掲 げ られ る。

しか し、 こ こで 取 り扱 われ るデ ータ には、 従来 の統 計 調 査 で発 生す る定 型 的 なデ ータ の他 に、 非定

型 的 なデ ー タ処 理 を 指 向 した 関連技 術 の活 用 が試 み られ て きてい る。

従来 の 行政 情 報 処 理 に見 られな か った変化 として、 確 定 した一 連 の処 理 の み では な く、特 定 項 目 と

特 定 項 目 との関 連 を み るた め の分 析手 法 の 活用 とか、 処 理 途 上 にお いて新 し い 処 理要 求 の発 生 に対

応 す る よ うな方 法 、 制約 条 件 を変 更 して試行 錯 誤 的 な処理 を行 うな どの コ ン ピ ュー タ と人間 との対 話

に よ る処 理 の方 策 な どが 設計 され て き てい る。

この よ うな変化 に対 応 す るデ ー タベ ース の適 用 に よる効 果 につ い て述 べ る と、

(1)ソ フ トウエ ア 開 発 ・運 用 に対 す る効 用

第1に あ げ られ る効果 と して、 標 準化 効 果 が あ る。

シ ステ ムの統 合 を行 うた めには 、個 別 に運 用 され て い る システ ムの標準 化 を 図 らな けれ ば な らな

いo

この 標 準化 は 、 デ ー タ の収集 、 デ ータの 蓄積 、 デ ー タの 利用 の 各 々の段 階 で検 討 され 、 標 準的処

理 方 式 を設 定 す る ことであ る。

そ の効 果 は 、

① シ ス テ ムを 開 発 す る期 間 の短 縮 が で き る。

② デ ー タ を管 理 す る場 合 の改善 に役 立 つ 。
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③ シ ステ ム変 更 の際 の 影響 の度合 い を低 下 させ る。

④ 適 用 業 務 の標 準化 が行 われ る。

な どが チ ェ ックポ イ ン トと して掲 げ られ るが、 その効 果 のほ かデ ータ保 守 の統括 、 プ ログ ラム管理

の一 元 性、 汎用 的 な デ ー タ処 理 手段 のた めの 準備 等 利用 者 と独 立 して実 施す る ことを 可 能 にす るこ

と とな る。

(2)人 間 一 機 械 系 に よ る情 報処 理 の質 的 改 善効 果

第2に 掲 げ られ る効 果 と して、 「人 間 一 機 械 系 」 とい う新 しい情 報処 理方 策 の実 現 を可 能 にす

る ことが らで あ る。

これ は通 常 、対 話 形 式、 会話 形式 と して 、人 間 が考 えて い る事 象 が、機 械 側 に準 備 され、 デ ー タ

分 析 とか 、 デ ー タ加工 解 析 等 予測 業 務 へ の利 用 のた めの 手法 が組み 込 まれ 、そ の 分 析、 解 析 結果 の

表 現 の方 法 も、数 値情 報 の みの 表示 で な く、図 形処 理 、 カナ ・漢字 変 換 とい った技 術 の応 用 部 面 も

補 助 的手 段 と して設 定 され るに至 っ てい る。

この よ うな デ ー タベ ー ス とか 関連 技 術 に つい て は、 い まや 日進 月歩 の感 が あ り、 この情 報 システ

ム の活 用 に よ って想定 され る効 用 は 、① 情 報 の 即 時 応答 が可 能 にな る。 ② 種 々の 事 象 に対 応 す る操

作 上 の 向上 が 行 われ 、③ 情 報収 集 分 析 な どの手 法 を通 じて意 思 決定 を 行 う際 の情 報 の 取 り扱 い の改

善 につ な が るな どが あげ られ る。

しか し、 この種 の シス テ ム におけ る実 現可 能 性 は 技術 的側 面 では 相 当 の段階 まで可 能 とな って い

るが 、活 用 す る側 が 具体 的 にニ ーズ を とら え利 用 の使 途 を 明確 化 した上 で の シス テ ム開 発事 例 の報

告 は ほ とん どな い とい え る。

(3)地 方 行 政 情 報 シス テ ムにお け るデ ータ ベ ー スの 問題 点

地方 行 政情 報 シス テ ムの うち個 別 業務 の処 理 は 、先 進 団体 にお いて 殆 ん どが完 了 した とい え る。

す な わ ち、 定 型的 大量 反 復 業 務処 理 や通 常 の統 計処 理 業 務形 式 の決 ま ったデ ー タ処 理 業 務(例 月処

理 、期 処 理 、 年処 理 を含 め た庁 内 外対 象業 務処 理)等 であ るが、 この種業 務 に デ ー タベ ー ス を活 用

しな け れば な らな い部面 は 少 な い。

行政 情 報 シス テ ムの 開発 、運 用 面 は この よ うに種 々な部 面 があ る とい え ど も、 一 般 的 に技 術 的 に

未 成 熟 な面 も多 く、 関連 技 術 の整 備 もまだ十 分 とい えな い状 況 にあ る。 こ の過 渡 期 に特 有 の 問題 と

し て、データベースの適 用 を行 うに当 た って 、次 の よ うな問 題 に つい て事 前 の検討 を す る必 要 が あ る。

① シ ステ ム移 行 に よ る処 理 の増大

デ ー タベ ース化 す る システ ムに は個 別 シス テ ム と して の処 理 が 行わ れ てい る もの もあ るが、 こ

の様 な と きには 、デ ー タ定 義 、 デ ー タ操 作 につい て、 従来 の シス テ ムの 関連 性 の あ る ところ の修

正 が 発 生 す る。 多 くの場 合 には 、新 プ ログ ラ ムの開発 に よ る新 処理 が 行 われ 、段 階的 な 移 行 の実

施 に よ る新 旧両方 式 の併 用 に伴 って、 デ ー タ管理 の重 複、 処理 効 率 の低下 等 が起 こ る。

② 費 用 の かか り方 につ いて の変化

デ ータ ベ ース の運 用 に よ って、各 利 用 部 門 そ れ ぞれ に分散 してい た費 用、 例 え ば、 シス テ ム の

維持 管理 にか か る費用 がデ ー タベ ー ス 管理 部 門 に統 合化 され 、 更 に 目的 の 多様 化 に よる新 規 発 生
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費 用 が追 加 され る こ とにな るか ら、 デ ー タベ ース の適用 に よる運 営 の全 体 費用 は 増大 す る可 能性

が あ る。 この よ うな経 費 増 は利 用 者 の多様 な要 求 に応 ず る こ とに要す る経 費 とな る が、 費用 対効

果 とい う考 え方 か らす れぽ 、 デ ー タベ ース の利 用頻 度 に よ って、 時 間 にそ った費 用配 分 構造 の 変

化 と して 考 え られ、 短期 的 な利 用 と長 期 的利 用 に よる費 用対効 果 の異 な る点 もこの種 のデ ータ ベ

ース の特 徴 とい え る
。

6.ろ 地 方 公共 団体 にお け る 適 用 分野

デ ー タ ベ ース の適 用効 果 の高 い低 い につ い ての議 論 は、 そ の団 体 の指 向 してい る シス テ ム運用 の ね

らい に よ り異 な る とい え る。

例 えば 、 財 務 管理 シス テ ム にお け るデ ー タベ ース と して の デー タ活 用 の度 合 い は、 財務 関連 事 務処

理 に よる シス テ ム形 成 上 の 問題 と して 、 い わば総 合技 術 で あ るデ ー タベ ー スの持 つ多面 的 な問題 解決

能 力 を どの 程度 必要 とす る か につい て の シ ステ ム運 用 側 の意 識 に よる とい え よ う。

デ ー タベ ース シ ステ ム の開 発 目的 と して、 効率 性、 即 時性 、 操 作性 、拡 張 性 、汎 用性 等 諸側 面 が あ

るが、 行 政情 報 として 行 政 目的 に よ り相互 依存 関係あ る いは 競合 関係 の い ず れの 点 を重視 す るか に よ

って、 デ ー タベ ース の適 用方 法 、適 用 効果 が 異 な る点 もデ ー タベ ー スの特 徴 の一 つ とい え る。

次 表5・6表 に都 道府 県 と市町 村 に お け るデ ー タベ ース の部 門別 適 用状 況 を 示す。

(昭 和56年4月 現在 、 自治大 臣官 房情 報 管理 宮 室調 査)

第5表 都 道府 県 にお け るデ ー タベ ー スシ ステ ムの実 施状 況

実 施 団 体 数 総 合 統 計 税 務 関 係 病 院 福 祉 そ の 他

14

.

11 3 2 2 5

第6表 市町 村 にお け るデ ー タベ ー ス シス テ ムの実 施状 況

区 分
実 施

団 体 数

業 務 別 実 施 団 体 数

住民情報 税 務 医 療 上下水道 そ の 他

単

独

利

用

団

体

特 別 区 7 7 1 一 一 2

指 定 都 市 7 2 2 2 一 5

市 36 26 6 2 1 7

町 村 48 39 4 2 2 2

小 計 98 74 13 6 3 16

共 同 利 用 団 体 (3)16

.

(1)7 (2)9 一 一 一

合 計 114

.

81 22 6 3 16

(備 考)共 同利用団体欄のかっこ内の数字は、一部事務組合等の共同利用組織の数である。
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(1)部 門 別デ ータベ ース適 用状 況

都 道府 県 の業 務処 理 と市 町村 の業 務処 理 とでは、対 象とす る行 政 分 野 が異な る ため 、 適 用業 務 名 が

異 な る が、都 道府 県 にお い ては 、総 合 統 計 関 係 を中心 に11団 体 が適 用 団体 の大 部 分 とな ってお り、

全 実施 団体 の78.6%を 示 し、 次 い で、 税 務 関係3団 体(21.4%)、 病院及 び 福祉 関 係 がそ れ ぞ

れ2団 体(各14.3%)と な ってい る。

業 務別 にその 内 容を み る と、 総 合統 計 関 係 で は、 国勢 調 査 人 口、 面積 、産 業統 計 、行 財 政統 計 等

のデ ー タ フ ァイル を統合 化 し、 利 用 して い る。 病 院 関係 では 、医事 事 務、 薬 品管 理、 診 療経 営 等 で

利 用 し、 税 務 関係 で は、 自動 車 税 の賦 課 ・徴収 等 に、福 祉 関 係 では、 児 童福 祉 資 金事 務 等 で 利用 し

て い る。

市町 村 にお け るデ ー タベ ース シス テ ムの 実施 団体 は、 近 年 、 住民情 報 、税 務 、 医療 等 の分野 に活

用 され る事 例 が多 くな って きてい る。

そ の 実施 状況 は 、114団 体 で全 利用 団 体 の3.8%と な ってお り、利 用率 の高 い 順 にみ れぽ 、 指

定 都市70.0%(全 利 用 団体10団 体 中7団 体)、 特別 区30.4%(23団 体 中7団 体)、 市5.9

%(639団 体 中36団 体)、 そ の 他 とな って い る。

業務 別 に実 施 状 況 を み る と、 住 民 情報 シス テ ム 関係 が81団 体(実 施 団体 の71.1%)で 最 も多

く、 次い で、 税務 関 係22団 体(19.3%)、 医療 関 係6団 体(5.3%)、 上下 水 道 関係3団 体

(2.6%)等 とな っ てい る。

業 務 別 にそ の 内容 を み る と、 住民 情 報 関係 で は、 住 民基 本 台帳 記 載事 項 等 の デ ー タを統 合 し、 活

用 され てい る。 また 、税 務 関 係 では 、 住民 税 賦 課、 台帳、 軽 自動車 税 等 で利 用 され、 医療 関 係 で は、

レセ プ ト作 成、 臨 床 検査 等 に、 上下 水 道 関係 では 、 水道 料金 の徴収 等 で利 用 され てい る。

これ らの 個別業 務 処理 につ い ては 、 各 利 用部 門 ご とに独 立 した処 理体 系 とな って お り、 デ ー タ発

生か ら処理結 果 の利 用 までは 、同一 部 門 内 で行われ、他 部門 との関連 は、 極 め て薄 く、 デ ー タの 多 目

的 利 用は 、そ の範 囲 が 限定 され た もので あ る とい え る。

② 情報 処 理 の標 準化 へ の 指 向

デ ータ の 多 目的利 用 の観 点 か ら考 えれ ば 、情 報 処理 の標 準化 は 、欠 か せ な い こ と とな る。 この実

現 の た め にデ ー タベ ース の適 用 効果 が期 待 され る面 で あ り、そ の 際 シス テ ム の統合 化 も必 要 とな る。

そ の一 例 と して 、 住民 情 報 シス テ ム な どがあ げ られ る。 住民 に関 す るデ ー タの 整 備 に 際 して 、 正確

な こ と、 機 密 が保 た れ る こ と等 を 始 め、 住民 票 発行 、 諸証 明 の発 行等 即 時処 理 が で き、 かつ 容 易 に

で き る こ とで あ る。 デ ータ ベ ース の導 入 には 、 情報 処 理 の様 々な要 求 に対 して、 効 果 的 に活 用 で き

る方 法 を考 慮 しなけ れば な らない。

(3)オ ン ライ ン システ ム との協調

デ ー タベ ース とオ ン ライ ン システ ム とは、 デ ー タベ ース ・デ ータ コ ミ ュニ ケー シ ョン(DB/D

C)と 称 す る よ うに 、密 接 な 関連 性 が あ る とい え る。

オ ン ライ ン処理 は 、 デ ー タベ ー ス管理 シス テ ム(DBMS)と の 関 連 にお い て 、 デ ー タ保 全 、 機

密 保 護、 同時処 理 の制御 ・障 害 回 復等 の機 能 を もち、 フ ァイル の即 時更 新 を 可 能 と してい る。
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地 方 公共 団体 に おい て現 在、 オ ン ライ ン シス テ ムが 最 も使 わ れてい る適 用業 務 と しては 、 公 害 関

連業 務 で あ り、県 と市町 村 を あわ せ て、90団 体 に及 び、 オ ン ライ ンシ ステ ム実 施 団 体(229団

体)の うち39.3%に な って お り、そ の業 務 の 内容 は 、大 気 汚 染監視 の た めのデ ー タ収 集 に多 く活

用 され て い る。

次 い で、 税 務関 連 業務 があ り、77団 体 とな り、実 施 団体(229団 体)の うち33.6%、 市町

村 レベル では 、 この業 務 が最 も多 く、58団 体(市 町村 実 施団 体184団 体 の うち31.5%)と な

って い る。 この業 務 の 内容 は、 収 納 ・課 税 等 の証 明書発 行 や照会 業 務 に活 用 され て い る もの が 多 い。

第3番 目に 多い 適 用業 務 と して は、 医 療 関連 業 務 で あ り、67団 体(実 施団 体229団 体 の うち

29.3%)と な って お り、 医事事 務(窓 口料 金 計 算 ・診療 報酬 事 務)・ 薬 品管 理 業 務な ど に活 用 さ

れ て い るo

近 年 、業 務量 の 増大 に伴 い、 業 務処 理 の 即時 性 効率 性追 求 の観点 か ら、 オ ン ライ ン化 の 傾 向が 増

大 し、 住 民 サ ー ビス の 向上 に役立 て る考 え方 が 多 くな って きた。

オ ン ラ イ ンシ ステ ム が活 用 され るため の も う一 つ の形 態 と して、 非定 型 的な 業 務処 理 があ り、 デ

ィス プレ イに よ る会 話 方 式 に よるマ ン ・マ シン シス テ ムが あ る。 この シス テ ムの特 徴 として は、 要

求 され る事 象 が、 多様 な た め、 そ の要 求 を満 たす た め のデ ー タセ ットが、 多種 類 に及 ぶ こ と、 また 、

コン ピ ュー タ機 能 と して、数 値 デ ー タだ け の取 り扱 い でな く、 グ ラフ ィック ・デ ィス プ レ イを 利用

して の 図形 表示 又 は地 図表 現 を可 能 とす るXYプ ロ ッター な どの併 用 が必要 とな って くる。

こ の様 な取 り扱 い 方 が容易 にな れば 、 現在 手 作 業 で行 わ れて い る土 木、 建築 、 農林 等 の設計 積 算

業 務処 理 や地 域 計画 樹 立 に必要 な作 図作 業 へ の活 用 が大 い に期 待 で き るとい っ て よい。

(4)管 理 的 業 務へ の適 用

行 政 事 務処 理 の 上 で、 内部 管 理 的業 務 へ の コン ピ ュー タ活用 の 分野 が増大 して きてい る が、 その

状 況 は 、 コン ピ ュー タ利 用 の公共 団体 の うち 、県 レベル で87%、 市町 村 レベ ル で9%と な ってい

る。

即 ち 、 人事 管 理 シ ステ ム、 財 務 管理 シス テ ム に代表 され る よ うな もの であ り、 人事 管理 シス テ ム

にお いて は、 経 歴 、 資格 、要 件 、 技能 等 の情 報 を個 人 コー ド単 位 に フ ァイル し、 同一 項 目のフ ァイ

ル編 成 上 の技 術 と して、 デ ー タベ ー ス化 す る こ とに よる人 事 情 報 の効率 的 活用 を 図 る考 え方 で あ る。

財 務 管理 シ ステ ム にお い ては 、金 銭 面 と物 品 面 とに おい て、 各 々 に 日別 ・期 別 ・部 門別 ・会計 科

目別 等 の 施行 管 理 ・予 算 管理 ・決 算等 の如 く、異 な る項 目を基 にデ ー タの 分類 、 編成 に役 立 つ た め

の、 フ ァイル 編成 の技 術 と して 、 デ ー タベ ー ス が有効 に活 用 され る考 え方 で あ る。

(5)計 画 レベル にお け るデ ータ の管 理

行 政 を 執行 す るに先 だ ち、 各部 門単 位 又は 、総 合調 整 の場 と して の計画 策定 が行 われ る が、あ る

部 門 で 収 集 され たデ ー タ と他 の部 門で 収 集 され た デー タ との相 互 調整 が行 われ る こ とな しに、 デ ー

タ の重 複 があ った り、 計 画相 互 間 の デ ー タの整 合 性 が 問題 視 され る ことが あ る。

各 行 政部 門別 に発 生 した デ ー タを単 一 目的 の た めに収 集 し、 他 への 転用 とい う観 点 が な く、分 散

管 理 され てい るか らで あ る とい え る。
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従 っ て、 計画 レベ ル のデ ー タを 統一 化 し集 中管 理す るこ と に よ って 、デ ータ収集 の効 率化 、 計画

体 系 にお け る整合 性 を 図れ れ ば、 よ り有 効 な デ ー タベ ー ス とな る であ ろ うと考 え られ る。

㈲ 政 策 策定 の た めの デ ー タベ ー ス

行 政 にお け る政 策 策定 におい て 、 各 セ クシ 。ン ご とに、 日常業 務 にお いて 判断 を要 す る ものか ら、

戦 略 的 な段 階 に至 る まで、 種 々 な意 思決 定 が行 わ れ て い る が、最 適 な行 政 施 策 を行 うため の方 策 と

して、 ボ トム ア ップ的 方 策 と トップダ ウ ン的 方策 が 指 向 され る。

ボ トムア ップ的方 策 にお い て は、 担 当 セク シ 。ン単 位 に策 定 された 施策 が 階 層を 重 ね る に従 って 、

庁 内外 の ネ ゴシエ ーシ.ン が行 わ れ 、総 合 調整 され 、行 政 施 策 の方 向 性 指 向 とい うこ とで、 最 終 決

裁 が行 わ れ る。

この 際 必 要な こ とは、 行 政 上 の判 断 素材 の取 り扱 い方 にお い て 、意 思決 定 のた めの手 続 き法 が、

科 学的 指 向方 法 でな い 「感 と経 験 」 とが 重要 な 要 素に な る ことが あ る。 この よ うな段 階 で も、 説 明

が つ くデ ー タの取 り扱 い方 と、 あ る施 策 に至 った プ ロ セス が表 明 で き る こ とが必要 で あ り、 そ の た

めの デ ー タの取 り扱 い 方 には 、 多 くの工 夫が な され るぺ きで あ る と考 え られ る。

即 ち、 意 思 決定 に必 要 な大 量 の客 観 デ ータ の整備 と、 そ の収集 された デ ータを検 索 ・編 集 ・分 析 ・

加 工 す る こと に よ り、 正 しい 現状 認識 と予 測 、計 画段 階 へ の 試 行錯 誤 的 シ ミ ュレー シ 。ンが行 われ

る こ と も大 切 で あ る。

これ らの 手 法 につ い ては 、情 報 シス テ ム として 、 道具 だ てが段 々整 備 されて きてい るが 、 未だ 充

分 な活 用 の段 階 に至 ってい な い。 今 後 行政 の 施 策展 開 が大 き く飛躍 す るた め には、 政 策策 定 シス テ

ム の 中 にお け る情 報 の取 り扱 い 方 に一段 と検 討 を加 え 、 個別 の事 象の どの よ うな現 象 に対 して 、有

効 で あ るか を 明 確化 す べ き であ ろ う。
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